
 

1 

１ 調査名称：平成２６年度都心臨海部における新たな交通システムの導入検討調査 

 

 

２ 調査主体：横浜市 

 

 

３ 調査圏域：横浜市都心臨海部 

 

 

４ 調査期間：平成２６年度 

 

 

５ 調査概要 

 

横浜市では、都心臨海部再生マスタープランの策定に合わせて、都心臨海部（横浜駅周辺地区、

みなとみらい 21 地区、関内・関外地区、山下ふ頭周辺地区、東神奈川臨海部周辺地区）の回遊

性向上や活性化を図るため、新たな交通システムの導入を検討している。 

本調査は、新たな交通システム導入の基礎調査として、まず都心臨海部における交通の現況や

新たな交通システムの導入に必要な道路等の現況を整理した上で、新たな交通システムの導入に

あたり想定される課題を明らかにした。また、我が国での新たな交通システムの導入状況を踏ま

え事業スキーム等の整備方策を整理し、都心臨海部における新たな交通システムの導入可能性を

検討したものである。 
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Ⅰ 調査概要 

 

１ 調査名 

平成２６年度都心臨海部における新たな交通システムの導入検討調査 

 

２ 報告書目次 

 

第１章 都心臨海部における交通の現況整理 

１－１ 公共交通等の現況整理 

１－２ 公共交通利用状況の整理 

１－３ 交通行動の現況整理 

 

第２章 新たな交通システムの導入に必要な道路等の現況と想定される課題の整理 

２－１ 導入に必要な幅員の設定 

２－２ 導入可能な道路等の抽出 

２－３ 公園等における導入の課題整理 

２－４ 車両基地の検討 

 

第３章 国内軌道事業者等の概況整理 

３－１ 国内軌道事業者の概況整理 

３－２ 連節バス等 BRT の概況整理 

 

第４章 整備方策の整理 

４－１ 事業スキームの整理 

４－２ 新たな交通システムの事例収集 

４－３ 事業スケジュールの検討 

 

第５章 参考資料 

５－１ 現況整理資料 

５－２ 都市計画基本図による道路幅員の確認 

５－３ 道路台帳図による道路幅員の確認 
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３ 調査体制 

     該当なし 

 

４ 委員会名簿等 

     該当なし 
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Ⅱ 調査成果 

 

１ 調査目的 

本調査は、都心臨海部再生マスタープランの策定に合わせて、都心臨海部（横浜駅周辺地区、

みなとみらい 21 地区、関内・関外地区、山下ふ頭周辺地区、東神奈川臨海部周辺地区）の回遊

性向上や活性化を図るため、LRT 等の新たな交通システムの導入可能性を調査することを目的と

した。 

 

２ 調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．都心臨海部における交通の現況整理 

・公共交通等の現況整理 

・公共交通利用状況の整理 

・交通行動の現況整理 

２．新たな交通システムの導入に必要な道路等の現況と想定される課題の整理 

・導入に必要な幅員の設定 

・導入可能な道路等の抽出 

・公園等における導入の課題整理 

・車両基地の検討 

３．国内軌道事業者等の概況整理 

・国内軌道事業者の概況整理 

・連節バス等 BRT の概況整理 

４．整備方策の整理 

・事業スキームの整理 

・新たな交通システムの事例収集 

・事業スケジュールの検討 

５．とりまとめ 
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３ 調査圏域図 
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４ 調査成果 

 

（１）都心臨海部における交通の現況整理 

調査項目 検討成果 

公共交通等の現況整理 鉄道、バス路線、その他交通機関の運行状況、施設配置、利用方

法等について整理した。 

公共交通利用状況の整理 鉄道駅利用者数、路線バス利用者数の推移等を整理した。 

交通行動の現況整理 平成 20年第 5回東京都市圏パーソントリップ調査結果を用いて、

都心臨海部における利用交通手段、移動目的、交通流動等を整理

した。（図１ 都心臨海部内々の交通流動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 都心臨海部内々の交通流動 
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（２）新たな交通システムの導入に必要な道路等の現況と想定される課題の整理 

調査項目 検討成果 

導入に必要な幅員の設定 新たな交通システムとして LRT 及び連節バスを対象に、必要幅

員と一般部・電停部（停留所部）の標準的な幅員構成を検討した。 

導入可能な道路等の抽出 都心臨海部における現況道路幅員を整理した上で、道路幅員面か

ら新たな交通システムが導入可能な道路を抽出した。 

（図２ LRT 等導入が可能な道路の確認図） 

また、抽出した道路を対象に、道路台帳図、下水道台帳図等をも

とに、地下埋設物および地上占用物の平面位置等を調査した。 

公園等における導入の 

課題整理 

道路区域外の都市公園や臨港地区において新たな交通システム

の導入を想定し、法的解釈や導入時の課題を整理した。 

車両基地の検討 新たな交通システムの車両基地に必要な機能と法的な制約条件

を整理した上で、都心臨海部における車両基地整備の対応方針と

施設規模を検討した。 

また車両基地の上部利用に関する事例収集や車両基地候補地選

定の視点を整理した。 
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図２ LRT 等導入が可能な道路の確認図 
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（３）国内軌道事業者等の概況整理 

調査項目 検討成果 

国内軌道事業者の 

概況整理 

既存統計資料を用いて全国軌道事業者の概況（路線、利用者数、

運行状況、運営状況、施設状況）を整理するとともに、超低床車

両の導入状況を調査した。 

（表１、表２ 全国軌道事業者の概況整理） 

また、ＬＲＴ整備の事業費と財源も調査した。 

連節バス等ＢＲＴの 

概況整理 

公表資料等を用いて我が国の BRT 導入状況（走行路、停留所、

車両、運行管理等）と事業費等を調査した。 

（図３ 高度化したバス事例と高度化の内容） 

また、BRT 導入を計画する都市を対象に運行を担う事業者の選定

方法を調査した。 
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表１ 全国軌道事業者の概況整理（１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 全国軌道事業者の概況整理（２／２） 
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図３ 高度化したバス事例と高度化の内容 
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（４）整備方策の整理 

調査項目 検討成果 

事業スキームの整理 新たな交通システムの整備に関する補助スキームを整理すると

ともに、上下分離方式や PPP／PFI 等の活用可能性を検討した。 

また、事業化に向けた検討（必要となる計画策定、協議会等）や

手続き（都市計画、軌道法、環境アセスメント等）の手順を整理

した。 

新たな交通システムの 

事例収集 

国内外における新しい交通システムの先進事例として、軌道系で

は架線柱を必要としない架線レス車両のシステムと開発状況を、

バス系では欧州に導入されているＢＲＴの導入状況をそれぞれ

調査した。 

（表３ 仏メッスの BRT 概要、表４ 仏ストラスブールの BRT

概要） 

事業スケジュールの検討 我が国での導入実績を踏まえ、工事着手前に必要な調査、手続き、

準備工事、関係機関との調整事項を考慮し、想定される整備内容

別に事業スケジュールを検討した。 
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表３ 仏メッスの BRT 概要 

路線名 METTIS 

開業年月日 

2013 年 10 月 5 日 

（公共交通網全体の再編

は、2013 年 10 月 7 日） 

事業者 

TAMM 社 

（Metropole、Keolis、SNCF が出資す

る第三セクター） 

路線数 

運行頻度 

2 本 

10 分間隔（2 路線の重複区

間では 5 分間隔となる） 

路線延長 
A 線：12.5km（所要時間 45 分） 

B 線：10.94km（所要時間 37 分） 

利用者数 

28,000 人/日 

（2014 年 9 月時点） 

ターゲット需要は 

35,000 人/日 

区間 

A 線：隣接自治体（Woippy） – 中央駅 

– メス市郊外開発地区（Borny） 

B 線：メス市内大学地区（Saulcy） – 中

央駅- 中央病院予定地（CHR Mercy） 

運行車両 
3 連節バス 

メーカー：Van Hool 
停留所数 37 箇所 

走行空間 
専用（86%の区間で双方向の

専用走行路を整備） 

信号・交差点

数 

すべての交差点に優先信号 

（システム：GERTRUDE） 

交通結節点 

メス中央駅＝鉄道 

共和国広場＝BRT および路線バス 

パークアンドライド（Woippy、Rochambeau、Foire Expo）＝高速道路 

関連モード 

鉄道：中央駅を交通結節点として整理、自動車：パークアンドライド 3 箇所、自転車：

一部バス停に駐輪ラック整備、”VELOMET”というシェアリングシステム 

路線バス：LeMET と称する公共交通網を再編（幹線バス、都市内バス、郊外バス（一

部デマンド）、フィーダーバス、夜間バス、福祉バス、スクールバス） 

上位計画 PDU（2000 年作成、2006 年見直し） 

その他特徴 
都市景観に配慮した走行路と車両のデザイン、都市全体の公共交通網再編も実施、延

伸（拡張）計画、車庫・管制センター・メンテナンスセンター新設 

主な導入目

的 

①バスの利用者減少への対応、②バスの速度低下（10km/h 程度であった）への対応、

③バスの定時性向上への対応 

写真 

外観                内観 

  

出典：Metz Metropole 提供資料、Metz Metropole HP 
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表４ 仏ストラスブールの BRT 概要 

路線名 Line G 

開業年月日 2013 年 11 月 30 日 事業者 
CTS （ Compagnie des 

Transport Strasbourgeois） 

路線数 

運行頻度 

1 路線 

平日日中 8～9分間隔 
路線延長 5.2km（所要時間 15 分） 

利用者数 
9,000 人/日 

（2014 年 3 月時点） 
区間 

ストラスブール中央駅～ 

Espace Europeen de I’Entreprise 

運行車両 2 連節バス、Mercedes-Benz 停留所数 12 箇所 

走行空間 
専用走行路（一部１車線）お

よび一般車共用区間 
信号・交差点数 

優先信号（LRT と同じ信号シ

ステムを採用） 

交通結節点 中央駅（鉄道・LRT・路線バス等）、終点（P＆R） 

関連モード 
自家用車：P&R、自転車：一部バス停に駐輪場・velhop サイクルステーション併

設・自転車通行帯の整備、LRT 

上位計画 
PDU（都市圏を対象とする都市交通計画）を上位計画とする STDC（具体のアク

ションプログラム，目標期間 5 年） 

その他特徴 
路線名を LRT と同じアルファベット表記にするなど、LRT と同じサービスレベ

ルを提供することを理念に整備された。 

主な導入目的 
産業集積地・公営住宅・学校等へのアクセス手段確保、および環境政策および所

得格差是正の社会政策の一環として導入された。 

路線概要 

 

出典：ストラスブール市資料 
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（５）とりまとめ 

以上の検討内容をとりまとめ、報告書を作成した。 

 

 


